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(百万円未満切捨て)
１．平成28年３月期の業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期 1,593 3.8 236 15.8 234 14.4 147 15.0

27年３月期 1,535 △0.6 204 △9.9 204 △1.2 127 4.5
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年３月期 78.50 － 8.8 11.2 14.9

27年３月期 68.28 － 8.1 10.2 13.2
(参考) 持分法投資損益 28年３月期 －百万円 27年３月期 －百万円
　

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年３月期 2,139 1,731 80.9 924.17

27年３月期 2,042 1,623 79.5 866.68
(参考) 自己資本 28年３月期 1,731百万円 27年３月期 1,623百万円
　

　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

28年３月期 184 △15 △39 854

27年３月期 101 △24 △39 725
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年３月期 － 0.00 － 21.00 21.00 39 30.8 2.5

28年３月期 － 0.00 － 23.00 23.00 43 29.3 2.6

29年３月期(予想) － 0.00 － 23.00 23.00 26.0
　

　　

３．平成29年３月期の業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日）
　

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,640 2.9 240 1.4 240 2.6 165 12.6 88.39
　

決算短信（宝印刷） 2016年05月10日 13時43分 1ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年３月期 1,873,500 株 27年３月期 1,873,500 株

② 期末自己株式数 28年３月期 36 株 27年３月期 36 株

③ 期中平均株式数 28年３月期 1,873,464 株 27年３月期 1,873,464 株
　

　　

※ 監査手続の実施状況に関する表示
　この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融
商品取引法に基づく監査手続きは終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料で記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予
想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関
する分析」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 経営成績

当事業年度におけるわが国の経済は、上半期は国内景気の回復に伴う企業業績の改善などを受けて、企業の設備

投資への前向きな姿勢がみられたものの、下半期においては、株価の低迷や１月末の日銀によるマイナス金利政策

の導入にもかかわらず円高が進行するなど、先行き不透明感が強く、企業マインドの悪化が法人企業景気予測調査

などでも確認される状況となっております。

このような状況のもと、当社は相対的優位性のある既存領域を確保しつつ、技術開発力を高め、既存製品の改良

や性能向上による差別化により新たな需要分野への展開・進出を図り、生産性の向上とコスト削減により採算重視

の経営に努めてまいりました。

以上の結果、当事業年度の受注面につきましては、官公庁からの受注は減少したものの、国内食品関連企業への

脱泡脱気ポンプや石油化学関連企業からの受注が増加したため、1,621,996千円(前期比4.5％増)となりました。売

上高につきましては、官公庁への販売は、ポンプ・バルブ・部品の各製品分野で減少したものの、機械関連企業や

電子関連企業及び石油化学関連企業へのポンプの販売が好調であったことなどから、1,593,782千円(同3.8％増)と

なりました。営業利益につきましては、採算性の高い製品が好調であったことや技術派遣等のサービス関連の売上

を計上したことなどにより、236,728千円(同15.8％増)となり、経常利益は営業利益とほぼ同額の234,010千円(同

14.4％増)となりました。この結果、当事業年度の当期純利益は147,058千円(同15.0％増)となりました。

当社製品別の業績は次のとおりであります。

[ポンプ製品]

受注面は、官公庁や電力会社関連企業からの受注は減少したものの、国内食品関連企業や石油化学関連企業、

国内一般製造工場等の広範な民間業種で好調であったため、679,448千円(前期比8.9％増)となりました。

売上高につきましては、鉄・非鉄関連企業、機械関連企業、電子関連企業及び石油化学関連企業などへの販売

が増加したため、727,157千円(同24.5％増)となりました。

[バルブ製品]

受注面は、官公庁や海外企業からの受注が減少したことなどにより、200,256千円(前期比25.7％減)となりまし

た。

売上高につきましても、官公庁や海外企業への販売が減少したため、201,774千円(同22.4％減)となりました。

[部品・サービス]

受注面は、官公庁からの受注は減少したものの、電力会社関連企業や国内一般製造工場等からの受注が増加し

たことにより、742,291千円(前期比12.8％増)となりました。

売上高につきましては、官公庁や電力会社関連企業への販売が減少したため、664,850千円(同3.8％減)となり

ました。

② 次期の見通し

　次期につきましては、引き続き、「相対的優位性のある既存領域の確保」「既存商品の強化領域の拡大」「圧倒

的な差別化をめざす技術開発」を重点施策として取り組むこととしております。

次期業績予想につきましては、売上高1,640百万円(当期比2.9％増)、営業利益240百万円(同1.4％増)、経常利益

240百万円(同2.6％増)、当期純利益165百万円(同12.6％増)を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

　① 資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比較して96,470千円増加し、2,139,345千円となりました。その主な増

減内訳は、現金及び預金が86,943千円、仕掛品が12,629千円、有形固定資産が19,465千円それぞれ増加したものの、

売掛金が14,826千円、商品及び製品が3,570千円、原材料及び貯蔵品が4,053千円それぞれ減少したことなどにより

ます。

負債につきましては、前事業年度末に比較して11,245千円減少し、407,944千円となりました。主な増減内訳は、

未払法人税等が15,421千円、役員退職慰労引当金が6,600千円それぞれ増加したものの、未払消費税等が21,045千

円、退職給付引当金が14,661千円それぞれ減少したことなどによります。

また、純資産は、107,715千円増加し、1,731,401千円となりました。増減内訳は、利益剰余金が株主配当金の支

払いにより39,342千円減少したものの、当期純利益を計上したことにより147,058千円増加したことによります。

　② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比較して129,943千円増加し、854,992千円となり

ました。

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、前事業年度と比較して83,278千円増加し、184,970千円の資金流入と

なりました。その主な要因は、税引前当期純利益234,010千円、減価償却費37,437千円を計上したこと、売上債権の

減少により9,249千円、預り金が7,276千円、役員退職慰労引当金が6,600千円それぞれ増加したことなどにより資金

が流入したものの、未払消費税等が21,028千円、前受金が6,091千円、退職給付引当金が14,661千円それぞれ減少し

たこと、法人税等を67,543千円支払ったことなどにより資金が流出したことによります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、前事業年度と比較して8,648千円増加し、15,714千円の資金流出とな

りました。その主な要因は、定期預金の払戻しにより314,000千円資金が流入したものの、定期預金の預入により

271,000千円、有形固定資産の取得により56,027千円の資金が流出したことなどによります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、前事業年度と比較して134千円減少し、39,312千円の資金流出となり

ました。その要因は、株主配当金の支払により資金が流出したことによります。

　

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率（％） 56.8 70.5 77.6 79.5 80.9

時価ベースの自己資本比率
（％）

－ － 82.4 106.50 74.30

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

－ － － － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベース自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

(注１) キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注２) 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。
　

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針

としております。この方針は今後も推進してまいりたいと考えております。

内部留保金につきましては、老朽化した設備の更新及び将来における株主の皆様への利益還元のために新製品の

開発及び研究に投入してまいります。

今期の配当は、１株当たり年間23.00円の普通配当を予定しております。

また、次期の配当につきましては、通期業績予想及び財政状態、その他の状況を勘案して、今期と同額の１株当

たり年間23.00円の普通配当を予定しております。
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（４）事業等のリスク

当社の事業等のリスクは次のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項の記載は、当事業年度末日現在

において当社が判断したものであります。

① 事業環境について

当社が事業活動を行なう主な市場は、日本国内の発電所・工場の給排水設備、プラント内配水設備、公共の上下

水道設備等の水処理関連設備、食品、鉄・非鉄、電子機器等各種製造関連設備の各需要分野にわたっております。

当社の経営成績及び財政状態は、これらの業界の需要の変動の影響を受ける可能性があります。

② 原材料価格の変動について

当社の製品は、主材料としてステンレス材等鋼材を使用しており、その仕入価格は外国為替レートや原材料など

市場動向の変動の影響を受けるため、原材料価格が上昇した場合は、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

③ 製造拠点の集中について

当社の製品は、全て広島市中区の本社工場において製造しております。当社は、製造工場が台風や地震等の自然

災害や火災等の人的災害を被った場合に備えて、火災保険や利益補償保険等の損害保険契約を締結しておりますが、

これらの災害を被った場合に、多額の修繕費等の発生や生産設備の機能停止による製造停止により生じた損失金額

が、これらの保険契約の保険金等で補填しきれない場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

④ 製品の品質管理について

当社は、社内生産体制に関してはもちろんのこと、主たる外注加工先に対しても品質保持の協力要請をしながら、

総合的な品質保証体制と継続的な改良・改善体制の運用に努めるとともに、製造物賠償に関しては生産物賠償責任

保険(ＰＬ保険)に加入しております。現時点におきましては、重大なクレームや製造物責任を問われる事態が想定

される事象は発生しておりません。しかしながら、万一かかる事態が発生した場合には、当社の社会的な信用が低

下するとともに、クレームに対する補償や対策費用が生産物賠償責任保険により補填しきれない場合は、当社の経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 競合の状況について

当社は、創業以来長年にわたり技術・ノウハウを蓄積していることや、当社製品の需要先がニッチな市場である

ことから、当社製品については実質的な競合会社が少なく、用途によっては既に高い市場シェアを有していると考

えられるものもあります。しかしながら、今後他社による新製品の開発と当該製品の低価格化により当社製品の優

位性が失われた場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 売上債権の貸倒れによるリスク

当社は、現金での早期回収による売上債権残高の縮減や与信管理の徹底による貸倒れリスクの低減を図っており

ますが、取引先の信用不安により予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、貸倒損失の計上や個別引当金の計上が必要と

なる可能性があります。かかる場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑦ 特定取引先への依存について

当社製品の主要部品である鋳物部品に関しては、その製造工程の一部を特定の取引先に依存しております。この

ため、これらの取引先の経営施策や取引方針に変更があった場合や各社の経営成績及び財政状態が悪化した場合に

は、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑧ 工業所有権等の知的財産権の侵害について

当社は、創業以来ユーザーのニーズを具体化し、他社にはない差別化製品を提供することを目標に研究開発を行

なっており、ポンプ及びバルブ装置に関して国内及び海外に特許権を有しております。しかしながら、当社が保有

する知的財産権が第三者に不正に利用され、結果として当社製品の優位性が損なわれ、当社の経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。一方、当社は、製品開発において第三者の知的財産権を侵害しないよう留意しております

が、万一当社が第三者の知的財産権に抵触してしまった場合には、損害賠償や使用権差し止め等の請求を受け経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑨ 研究開発体制について

当社は、水や流体に関する様々な課題を独自の技術・ノウハウによって具現化する「水ソリューション企業」と

して刻々変化する市場環境の変化や顧客のご要望に対応するため、研究開発を継続していく必要があります。今後、

研究開発体制に必要となる資金の調達や人材が確保できなかった場合や、当社の人材が社外に流出した場合には、

当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑩ 小規模組織であることについて

当社は、比較的小規模な組織で運営されており、内部管理体制も規模に応じた人員を配置しております。現状の

規模においては組織的に対応し得る人員であると考えております。しかしながら、小規模組織で人的資源に限りが

あるなか、今後業務の急激な拡大が発生した場合等において、人材の採用及び育成の充実が図れず、十分な人的・

組織的な対応ができない場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑪ 情報システム関連のセキュリティ管理について

当社は、業務の遂行を円滑・安全に行うため、ハードウェア・ソフトウェアの障害防止、コンピュータウイルス

等による基幹情報の障害・破壊に備え万全の対策を期しておりますが、システムサーバーのダウン・ハッカーによ

る侵入・コンピュータウイルスによる情報の破壊等の影響を受ける可能性があります。当社情報システムに重大な

トラブルが発生した場合には、受注・生産活動・販売活動に支障が起こり、当社の社会的評価・信用が低下すると

ともに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑫ コンプライアンス、内部統制関係について

当社は、コンプライアンス(法令遵守)、財務報告の適正性確保をはじめとする目的達成のために、適切な内部統

制システムを構築し、運用していますが、常に有効な内部統制システムを構築及び運用できる保証はなく、また、

その目的が完全に達成されることを保証するものではありません。このため、将来にわたって法令違反等が発生す

る可能性が皆無ではありません。また、法規制や当局の法令解釈が変更になることにより法規制等の遵守のための

費用が増加し当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑬ 環境関連法令への対応について

当社は、大気汚染、水質汚濁、有害物質、廃棄物処理、製品リサイクル、地球温暖化防止、エネルギー等に関す

る様々な環境関連法令の適用を受けております。また、将来環境に関する規制や社会的要求が厳しくなり、有害物

質の除去や温室効果ガス排出削減等の責任が更に追加される可能性があります。当社は、現状これらの規制に細心

の注意を払いつつ事業を行なっておりますが、過年度分を含む事業活動に関して、過失の有無にかかわらず環境に

関する法的、社会的責任を負う事態が発生した場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑭ 自然災害等について

当社は、生命・安全を最優先に、安全性確保のために最大限の配慮を払い業務を遂行しておりますが、自然災害、

テロ、事故、その他の不測の事態(当社がコントロールできないものを含みます。)が発生し、工場が操業停止にな

った場合には当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社は、水を中心とした流体に関するさまざまな問題を、自社独自の技術・ノウハウによって解決する「水ソリュ

ーション企業」として、業務用のポンプ・バルブの分野におきまして顧客から受注を受けて、開発から製造(鋳造・加

工・組立)・販売までを行っております。現在では、自社開発の特殊ステンレス合金鋳鋼を組み合わせることにより発

電所、製鉄・非鉄金属・半導体・電子機器・産業機械・食品・化学・薬品などの各種工場、農業用灌漑施設、上下水

道施設、水族館など多方面の分野で使用されております。また、当社製品の納入先である発電所、各種工場などにメ

ンテナンス用部品の供給と外部の保守管理委託先などを利用して定期点検工事サービス業務も行っております。

[事業系統図]

以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、昭和23年の創業以来、「人間の使命である進化と向上を企業経営を通じて具現し、社会に貢献する。

(1)誠意を込めつくして対応する。(2)創意に満ち溢れた商品にする。(3)熱意を燃し続けて成果をみる。」という企

業の基本理念を実現するために、特許製品としてのポンプ・バルブを中心とした用水機器及びそれを支える特殊素

材の開発、製造、販売を行っております。

この経営理念のもと、お客様に支持される高付加価値の製品・サービスが提供できる企業を実現し、業務用ポン

プ・バルブのメーカーとして社会に必要とされる企業として貢献し、ステークホルダーとの共存共栄を続けられる

企業を目指しております。

（２）中長期的な会社の経営戦略

当社は、「社会に開かれた魅力ある企業」としてさらなる飛躍を目指して、高い事業付加価値を生み出す高収益

体質の確立と堅持、持続する成長力を確保するため、以下の３項目を経営戦略としております。

① 独自性のある製品の開発

価格競争に巻き込まれぬよう、当社自身が自信を持って販売できる性能、お客様の予想を上回る性能の独自性の

ある高付加価値製品の開発を目指します。

② 差別化された販売ビジネスモデル

専門的な知識と経験に裏打ちされた、お客様のニーズに的確に応えられるソリューション営業のさらなる深化を

図ることにより、現在の販売市場での用途拡大や新しい業界への食い込みを図り、価格競争に左右されない高い収

益性を目指します。

③ こだわりのものづくり

当社収益の源泉たる会社の顔としての工場においては、こだわりの特殊素材、こだわりの生産技術により、精緻

な高付加価値製品の製造により、他社製品との差別化を図ります。

　

（３）会社の対処すべき課題

　当社は、ポンプ・バルブを中心に、水を中心とした流体に関する様々なご要望を自社独自の技術・ノウハウによ

って具現化する「水ソリューション企業」として、お客様に支持される高付加価値製品を提供し続けるため、以下

の課題に取り組んでまいります。

　

① 競争優位の源泉となるコア技術の開発力強化

当社は、昭和23年の創業以来、「創意に満ち溢れた商品にする。」を企業使命の一に掲げ、お客様の様々なご要望

を具現化した製品を開発してまいりましたが、今後更なる発展を考えた場合、競争優位の源泉となるコア技術の開

発力及び応用力の強化が必要不可欠と考え、これに必要な優秀な人材の確保と育成に努めてまいります。

　

② マーケティング機能強化

当社は、当社営業担当者とお客様との接点を持つことが重要であると考え、ホームページ、広告宣伝、展示会出

展等によるわかりやすい情報の発信に注力してまいります。当社及び当社の技術・ノウハウによる製品に、より一

層の関心を持って頂けるよう、お客様との関係を密にし、水や流体に関する様々なご要望を傾聴し、「お客様の立

場に立って誠意を込めつくして対応する。」という当社の企業使命をさらに強化してまいります。

　

③ コストの削減

当社の主要原材料であるステンレス材をはじめとする金属材料の価格は、外部要因の影響による価格変動が激し

く、それにより当社の製造原価は少なからず影響を受けます。

当社はコンピュータ制御による徹底した省力化・省人化・部材購入品の洗い直し・業務の改善合理化を推進し、

固定費の圧縮を図るなど経費の削減等を行い、これら価格変動による製造原価への影響を極力抑え、今後も安定し

た粗利益の確保を図ってまいります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社の利害関係者の多くは、国内株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しいため、

会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,018,049 1,104,992

受取手形 21,276 26,853

売掛金 288,458 273,632

商品及び製品 3,570 －

仕掛品 46,276 58,905

原材料及び貯蔵品 73,222 69,169

繰延税金資産 33,995 34,818

その他 1,734 1,830

貸倒引当金 △2,468 △2,401

流動資産合計 1,484,115 1,567,802

固定資産

有形固定資産

建物 222,915 229,120

減価償却累計額 △168,205 △170,483

建物（純額） 54,710 58,637

構築物 7,147 7,147

減価償却累計額 △5,042 △5,519

構築物（純額） 2,105 1,627

機械及び装置 319,969 350,692

減価償却累計額 △250,923 △265,369

機械及び装置（純額） 69,045 85,322

車両運搬具 8,206 8,206

減価償却累計額 △3,536 △5,436

車両運搬具（純額） 4,670 2,770

工具、器具及び備品 559,784 572,266

減価償却累計額 △550,844 △562,021

工具、器具及び備品（純額） 8,939 10,245

土地 366,082 366,082

建設仮勘定 － 333

有形固定資産合計 505,553 525,019

無形固定資産

特許権 11 －

ソフトウエア 2,632 1,944

ソフトウエア仮勘定 － 2,302

その他 614 614

無形固定資産合計 3,257 4,860

投資その他の資産

出資金 2,015 2,015

長期前払費用 2,371 1,554

繰延税金資産 41,549 35,010

その他 4,012 3,082

投資その他の資産合計 49,948 41,663

固定資産合計 558,759 571,543

資産合計 2,042,875 2,139,345
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 40,615 36,971

未払金 29,788 32,358

未払費用 15,956 16,497

未払法人税等 36,163 51,585

未払消費税等 34,916 13,870

前受金 21,827 15,736

預り金 18,944 26,220

製品保証引当金 4,759 5,578

賞与引当金 36,855 37,824

流動負債合計 239,825 236,641

固定負債

退職給付引当金 103,871 89,210

役員退職慰労引当金 75,492 82,092

固定負債合計 179,364 171,303

負債合計 419,189 407,944

純資産の部

株主資本

資本金 130,583 130,583

資本剰余金

資本準備金 90,583 90,583

その他資本剰余金 31,997 31,997

資本剰余金合計 122,580 122,580

利益剰余金

利益準備金 10,000 10,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,127,000 1,220,000

繰越利益剰余金 233,556 248,271

利益剰余金合計 1,370,556 1,478,271

自己株式 △34 △34

株主資本合計 1,623,685 1,731,401

純資産合計 1,623,685 1,731,401

負債純資産合計 2,042,875 2,139,345
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高

製品売上高 1,535,362 1,593,782

売上高合計 1,535,362 1,593,782

売上原価

製品期首たな卸高 31,037 3,570

当期製品製造原価 802,555 831,857

合計 833,593 835,428

製品期末たな卸高 3,570 －

製品売上原価 830,023 835,428

売上総利益 705,339 758,354

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 19,369 20,302

貸倒引当金繰入額 635 －

役員報酬 70,410 94,336

給料及び手当 154,548 147,147

賞与 55,810 57,721

賞与引当金繰入額 19,349 18,534

退職給付費用 4,971 5,009

役員退職慰労引当金繰入額 5,706 6,600

法定福利費 39,257 42,115

旅費及び交通費 28,529 27,958

支払手数料 28,357 28,007

減価償却費 4,572 2,852

その他 69,400 71,038

販売費及び一般管理費合計 500,917 521,625

営業利益 204,422 236,728

営業外収益

受取利息 285 305

受取配当金 80 80

作業くず売却益 1,358 882

雑収入 2,792 1,456

営業外収益合計 4,517 2,724

営業外費用

売上債権売却損 779 881

売上割引 3,531 4,123

雑損失 24 437

営業外費用合計 4,335 5,442

経常利益 204,604 234,010

税引前当期純利益 204,604 234,010

法人税、住民税及び事業税 69,918 81,237

法人税等調整額 6,761 5,715

法人税等合計 76,679 86,952

当期純利益 127,925 147,058
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製造原価明細書

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 273,407 34.2 299,053 35.4

Ⅱ 労務費 274,822 34.3 300,139 35.5

Ⅲ 経費 ※ 251,632 31.5 245,294 29.1

当期総製造費用 799,862 100.0 844,487 100.0

期首仕掛品たな卸高 48,969 46,276

合計 848,832 890,763

期末仕掛品たな卸高 46,276 58,905

当期製品製造原価 802,555 831,857

(注) ※ 主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

外注加工費 140,320 148,082

業務委託費 7,490 5,544

動力費 17,624 17,651

リース料 7,098 1,956

減価償却費 30,256 34,585

(原価計算の方法)

当社の原価計算の方法は個別原価計算により、一部予定原価による製品原価の計算を行なっております。

なお、実際原価と予定原価の原価差額が生じますが、当該原価差額が僅少である場合を除き原価差額の調整を行ない

売上原価及びたな卸資産に配賦しております。
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 130,583 90,583 31,997 122,580 10,000 1,023,000 248,973 1,281,973

当期変動額

剰余金の配当 △39,342 △39,342

別途積立金の積立 104,000 △104,000

当期純利益 127,925 127,925

当期変動額合計 － － － － － 104,000 △15,417 88,582

当期末残高 130,583 90,583 31,997 122,580 10,000 1,127,000 233,556 1,370,556

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △34 1,535,103 1,535,103

当期変動額

剰余金の配当 △39,342 △39,342

別途積立金の積立 － －

当期純利益 127,925 127,925

当期変動額合計 － 88,582 88,582

当期末残高 △34 1,623,685 1,623,685
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当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 130,583 90,583 31,997 122,580 10,000 1,127,000 233,556 1,370,556

当期変動額

剰余金の配当 △39,342 △39,342

別途積立金の積立 93,000 △93,000

当期純利益 147,058 147,058

当期変動額合計 － － － － － 93,000 14,715 107,715

当期末残高 130,583 90,583 31,997 122,580 10,000 1,220,000 248,271 1,478,271

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △34 1,623,685 1,623,685

当期変動額

剰余金の配当 △39,342 △39,342

別途積立金の積立 － －

当期純利益 147,058 147,058

当期変動額合計 － 107,715 107,715

当期末残高 △34 1,731,401 1,731,401
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 204,604 234,010

減価償却費 34,828 37,437

貸倒引当金の増減額（△は減少） 635 △67

製品保証引当金の増減額（△は減少） 128 819

賞与引当金の増減額（△は減少） 57 969

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,190 △14,661

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △585 6,600

受取利息及び受取配当金 △365 △385

売上債権の増減額（△は増加） △77,344 9,249

たな卸資産の増減額（△は増加） 32,370 △5,005

仕入債務の増減額（△は減少） △69,379 △3,643

未払金の増減額（△は減少） △91 2,756

未払消費税等の増減額（△は減少） 28,692 △21,028

預り金の増減額（△は減少） △198 7,276

前受金の増減額（△は減少） 12,980 △6,091

その他 935 3,913

小計 162,076 252,150

利息及び配当金の受取額 365 363

法人税等の支払額 △60,751 △67,543

営業活動によるキャッシュ・フロー 101,691 184,970

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △260,000 △271,000

定期預金の払戻による収入 260,000 314,000

有形固定資産の取得による支出 △20,959 △56,027

無形固定資産の取得による支出 △2,240 △2,302

その他 △1,162 △384

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,362 △15,714

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △39,178 △39,312

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,178 △39,312

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 38,150 129,943

現金及び現金同等物の期首残高 686,898 725,049

現金及び現金同等物の期末残高 725,049 854,992
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

(1) 商品及び製品

個別法

(2) 仕掛品

個別法及び総平均法

(3) 原材料

総平均法

(4) 貯蔵品

最終仕入原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 8～38 年

構築物 10～15 年

機械及び装置 2～10 年

車両運搬具 4～ 5 年

工具、器具及び備品 2～15 年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

　特許権 8 年

　 ソフトウエア 5 年

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 製品保証引当金

製品のアフターサービスに対する支出に備えるため、過去の実績に基づき計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における、簡便法により計算した退職給付債務及び中小企業退

職金共済制度給付見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
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(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程(内規)に基づく期末要支給額を計上しております。

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日が到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(損益計算書関係)

※ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

36,772千円 39,184千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,873,500 － － 1,873,500

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 36 － － 36

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 39,342 21.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 39,342 21.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,873,500 － － 1,873,500

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 36 － － 36

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 39,342 21.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 43,089 23.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金 1,018,049千円 1,104,992千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△293,000 〃 △250,000 〃

現金及び現金同等物 725,049千円 854,992千円

(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であ

ります。デリバティブ取引は全く利用しておりません。

(2) 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の

与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎月把握する

体制としております。

出資金は、取引金融機関への出資であり、発行体の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、すべてが１年以内の支払期日であります。

未払金はすべてが１年以内の支払期日の債務であります。

営業債務や未払金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では月次に資金繰り計画を作成するなどの方法

により管理しております。

当事業年度末現在において、短期借入金及び長期借入金はありません。

２ 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含めておりません。((注)２参照)

前事業年度(平成27年３月31日)

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,018,049 1,018,049 －

(2) 受取手形 21,276 21,276 －

(3) 売掛金 288,458 288,458 －

資産計 1,327,785 1,327,785 －

(4) 買掛金 40,615 40,615 －

(5) 未払金 29,788 29,788 －

(6) 未払法人税等 36,163 36,163 －

(7) 未払消費税等 34,916 34,916 －

負債計 141,483 141,483 －
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当事業年度(平成28年３月31日)

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,104,992 1,104,992 －

(2) 受取手形 26,853 26,853 －

(3) 売掛金 273,632 273,632 －

資産計 1,405,479 1,405,479 －

(4) 買掛金 36,971 36,971 －

(5) 未払金 32,358 32,358 －

(6) 未払法人税等 51,585 51,585 －

(7) 未払消費税等 13,870 13,870 －

負債計 134,785 134,785 －

(注) １ 金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等、(7) 未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(注) ２ 出資金(貸借対照表計上額 2,015千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなど

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため記載しておりません。

(注) ３ 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成27年３月31日)

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,018,049 － － －

受取手形 21,276 － － －

売掛金 288,458 － － －

合計 1,327,785 － － －

当事業年度(平成28年３月31日)

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,104,992 － － －

受取手形 26,853 － － －

売掛金 273,632 － － －

合計 1,405,479 － － －
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として退職金規程に基づく退職一時金及び中小企業退職金共済制度を採用しております。

　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

　

２ 簡便法を適用した確定給付制度

　(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日)
至 平成28年３月31日)

退職給付引当金の期首残高 109,061 103,871

　退職給付費用 10,425 11,542

　退職給付の支払額 △6,710 △18,273

　中小企業退職金共済制度への拠出額 △8,905 △7,930

退職給付引当金の期末残高 103,871 89,210

　

　(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日)
至 平成28年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 176,260 164,321

中小企業退職金共済制度による支給見込額 △72,388 △75,110

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 103,871 89,210

退職給付引当金 103,871 89,210

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 103,871 89,210

　

　(3) 退職給付費用

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日)
至 平成28年３月31日)

簡便法で計算した退職給付費用 10,425 11,542

　

３ 確定拠出制度

　 当社の中小企業退職金共済制度への要拠出額は、前事業年度8,905千円、当事業年度7,930千円であります。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

(1) 流動資産

賞与引当金 12,099千円 11,608千円

製品保証引当金 1,562 〃 1,711 〃

未払事業税 2,198 〃 2,522 〃

未払事業所税 1,010 〃 944 〃

製品(試作品) 11,498 〃 12,285 〃

仕掛品(試作品) 3,950 〃 3,852 〃

その他 1,675 〃 1,894 〃

計 33,995千円 34,818千円

(2) 固定資産

機械及び装置(試作品) 7,484千円 7,392千円

退職給付引当金 33,376 〃 27,225 〃

役員退職慰労引当金 24,202 〃 25,005 〃

その他 688 〃 393 〃

小計 65,752千円 60,016千円

評価性引当額 △24,202 〃 △25,005 〃

計 41,549千円 35,010千円

繰延税金資産合計 75,544千円 69,829千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.4％ 32.8％

(調整)

法人税等の税額控除額 △1.8〃 △1.4〃

住民税均等割額 0.4〃 0.4〃

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.1〃 2.5〃

評価性引当額の変動額 △0.1〃 0.9〃

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

3.3〃 1.4〃

その他 0.2〃 0.5〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

37.5％ 37.2％

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.1％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４

月１日から平成30年３月31日までのものは30.7％、平成30年４月１日以降のものについては30.5％にそれぞれ変更さ

れております。

その結果、繰延税金資産の金額が3,311千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が3,311千円増加して

おります。
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(セグメント情報等)

　当社はポンプ及びバルブの製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 866円68銭 924円17銭

１株当たり当期純利益金額 68円28銭 78円50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,623,685 1,731,401

普通株式に係る純資産額(千円) 1,623,685 1,731,401

普通株式の発行済株式数(株) 1,873,500 1,873,500

普通株式の自己株式数(株) 36 36

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

1,873,464 1,873,464

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 127,925 147,058

普通株式に係る当期純利益(千円) 127,925 147,058

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 1,873,464 1,873,464

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

当社はポンプ及びバルブの製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載をしておりません。

なお、単一セグメント内の製品別に示すと次のとおりであります。

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

区分 生産高(千円) 前期比(％)

ポンプ製品 499,113 33.0

バルブ製品 99,915 △25.5

部品・サービス 245,457 △15.5

合計 844,487 5.6

(注) １ 金額は、製造原価によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

区分 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

ポンプ製品 679,448 8.9 166,204 △21.4

バルブ製品 200,256 △25.7 21,851 △6.4

部品・サービス 742,291 12.8 156,667 91.5

合計 1,621,996 4.5 344,722 8.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

区分 販売高(千円) 前期比(％)

ポンプ製品 727,157 24.5

バルブ製品 201,774 △22.4

部品・サービス 664,850 △3.8

合計 1,593,782 3.8

(注) 1. 主な相手先別の販売実績及び当販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ジェイペック 173,802 11.3 110,497 6.9

　 2. 上記金額には、消費税は含まれておりません。

（２）役員の異動

　 該当事項はありません。
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